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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　繊維またはフィラメントで構成される網状物、不織布または織布からなり、支持体に装
着された長尺状担体に、独立栄養性脱窒菌を含む菌群と独立栄養性アンモニア酸化細菌を
含む菌群とからなる複合菌群が付着固定化されたアンモニア処理材と、
　溶存酸素濃度が２．０ｍｇ／Ｌ以上のアンモニア含有廃水と
を接触させて、該廃水中のアンモニアを窒素ガスとして連続的に除去する工程を含み、
　前記複合菌群は、独立栄養性脱窒菌を含む菌群が内部に、独立栄養性アンモニア酸化細
菌を含む菌群が外面に存在する芯鞘構造を形成し、
　前記独立栄養性アンモニア酸化細菌を含む菌群は、５ｍｍ以上の厚みで付着固定化され
ている
ことを特徴とするアンモニア含有廃水の処理方法。
【請求項２】
　前記アンモニア処理材と前記アンモニア含有廃水とを一段で接触させることを特徴とす
る請求項１に記載のアンモニア含有廃水の処理方法。
【請求項３】
　前記アンモニア含有廃水に空気を供給しながら、前記アンモニア処理材と該アンモニア
含有廃水とを接触させることを特徴とする請求項１または２に記載のアンモニア含有廃水
の処理方法。
【請求項４】
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　反応槽内周縁部に前記アンモニア処理材を配設し、該反応槽に前記アンモニア含有廃水
を供給し、該反応槽の底部中央部から空気を供給して、溶存酸素濃度を２．０ｍｇ／Ｌ以
上とすることを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載のアンモニア含有廃水の処理方
法。
【請求項５】
　前記反応槽の底部中央部から空気を供給して、該反応槽内中央部に上向きの廃水流れを
形成し、該反応槽内周縁部に下向きの廃水流れを形成することを特徴とする請求項４に記
載のアンモニア含有廃水の処理方法。
【請求項６】
　前記反応槽内中央部に、空気ガイド筒を、その下部開口部が反応槽底面に対面するよう
に、前記反応槽底部から離間して配設し、該空気ガイド筒の下部開口部から空気を供給し
て、該反応槽内中央部に上向きの廃水流れを形成することを特徴とする請求項５に記載の
アンモニア含有廃水の処理方法。
【請求項７】
　前記長尺状担体の長手方向が、前記反応槽の底面に対して垂直に配設されていることを
特徴とする請求項４～６のいずれかに記載のアンモニア含有廃水の処理方法。
【請求項８】
　前記繊維またはフィラメントが、ポリアクリル繊維またはポリアクリルフィラメントで
あることを特徴とする請求項１～７のいずれかに記載のアンモニア含有廃水の処理方法。
【請求項９】
前記長尺状担体の径に対する長さの比が、３以上であることを特徴とする請求項１～８の
いずれかに記載のアンモニア含有廃水の処理方法。
【請求項１０】
　反応槽内の前記アンモニア含有廃水のＢＯＤ濃度が２０ｍｇ／Ｌ以下であることを特徴
とする請求項１～９のいずれかに記載のアンモニア含有廃水の処理方法。
【請求項１１】
　反応槽内の前記アンモニア含有廃水の温度が３０～４０℃であることを特徴とする請求
項１～１０のいずれかに記載のアンモニア含有廃水の処理方法。
【請求項１２】
　反応槽内の前記アンモニア含有廃水のｐＨが７．４～８．０であることを特徴とする請
求項１～１１のいずれかに記載のアンモニア含有廃水の処理方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、アンモニア含有廃水の処理方法に関する。より詳しくは、独立栄養性アンモ
ニア酸化細菌群および独立栄養性脱窒菌群を用いて、アンモニア含有廃水を処理する方法
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　我々のライフスタイルは、２０世紀の大量生産・大量消費・大量廃棄型から、循環・低
負荷型への変換を余儀なくされている。公共用水域に放出される廃水の水質は、廃水処理
の普及により年々改善されてきているが、湖沼および内海などの閉鎖性水域においては、
窒素およびリンなどの栄養塩の濃度が上昇することがある。この栄養塩の濃度の上昇は、
赤潮などの富栄養化問題をもたらし、社会問題になっている。このため、従来の有機物の
処理のみならず、窒素およびリンなどの栄養塩を含めた効率的かつ経済的な高度廃水処理
方法が求められている。
【０００３】
　一般に、廃水中の窒素を生物学的に除去する方法としては、微生物自身に摂取させる方
法、および硝化・脱窒法による窒素サイクルを用いる方法の２つがある。
　前者は、微生物が増殖することで、窒素を微生物内に同化させる方法であるが、廃水処
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理を継続するに伴い、装置内の微生物量が増加する。この増大した微生物を除去および廃
棄する必要が生じ、新たな廃棄物が発生するなどの問題がある。
【０００４】
　一方、後者は、まず、好気性条件下でニトロソモナス（Nitrosomonas）属などのアンモ
ニア酸化菌により、アンモニア性窒素（ＮＨ4－Ｎ）を亜硝酸性窒素（ＮＯ2－Ｎ）に酸化
し、次いでニトロバクター（Nitrobacter）属などの亜硝酸酸化菌により、ＮＯ2－Ｎを硝
酸性窒素（ＮＯ3－Ｎ）に酸化し、最後に、嫌気性条件下で脱窒菌によって、ＮＯ3－Ｎを
窒素（Ｎ2）ガスに還元する窒素除去反応である。
【０００５】
　しかしながら、代表的な硝化・脱窒法である硝化液循環硝化脱窒法やＡ2Ｏ法では、総
窒素除去率が最大８０％程度にとどまっている。一方、高い総窒素除去率が期待できる三
段法では、従属栄養性脱窒菌を用いるため、外部からメタノールなどの炭素源の供給が必
要であり、コストアップになる。以上の点から、従来の硝化・脱窒法に代わる経済的な窒
素除去反応の構築が求められている。
【０００６】
　近年、グラーフ（Graaf）らによって、ＮＨ4－ＮとＮＯ2－ＮとをＮ2ガスに還元するこ
とができる嫌気性の独立栄養性脱窒菌、いわゆるアナモックス菌が発見された。この菌を
利用したアンモニア性窒素除去反応は、アナモックス（Anammox）反応と呼ばれており、
従来の硝化・脱窒法よりも高い総窒素除去率を得ることができる。また、従来の脱窒菌が
従属栄養性であることに対して、この菌は独立栄養性である。したがって、炭素源の供給
が不要となり、経済的である。
【０００７】
　アナモックス反応を廃水の窒素除去反応に利用するには、まず、好気性の独立栄養性ア
ンモニア酸化細菌によって、廃水中に存在するＮＨ4

+のモル数の内、半量をＮＯ2
-に酸化

させる必要がある。この亜硝酸化反応は下記式（１）で表される。
　ＮＨ4

+　+  １．５Ｏ2　→　ＮＯ2
-　+  Ｈ2Ｏ　+  ２Ｈ+　　　　　（１）

　次に、嫌気条件下において、独立栄養性脱窒菌によって、廃水中に残存するＮＨ4
+およ

び亜硝酸化反応（式（１））で生成したＮＯ2
-から、下記式（２）で表されるアナモック

ス反応が起こる。
【０００８】
　ＮＨ4

+　+  ＮＯ2
-　→　Ｎ2　+  ２Ｈ2Ｏ　　　　　（２）

　このように、独立栄養性アンモニア酸化細菌を利用した亜硝酸化反応および独立栄養性
脱窒菌を利用したアナモックス反応によって、廃水中のＮＨ4

+を最終的にＮ2ガスとして
除去することができる。
　しかしながら、これまで実用化されたアナモックス反応は数例にすぎない。その原因と
して、（１）独立栄養性脱窒菌は生育速度が非常に遅いこと、（２）アナモックス反応を
速やかに進行させるためには、ＮＨ4－ＮとＮＯ2－Ｎとを等モル量存在させることが必要
であるが、この制御が難しいことのほか、（３）好気性の菌および嫌気性の菌を利用する
ため、亜硝酸化反応槽および脱窒反応槽の少なくとも２槽が必要であり、装置が大掛かり
になることが挙げられる。また、（３）に関して、亜硝酸化反応およびアナモックス反応
を単一の反応槽内において一段で行うためには、好気条件および嫌気条件を制御しなけれ
ばならないという問題があった。
【０００９】
　たとえば、特許文献１には、液相中のＮＨ4－Ｎの約半量をＮＯ2－Ｎに酸化し、さらに
無酸素状態で微生物群と接触させることで、液相中のＮＨ4－ＮとＮＯ2－ＮとをＮ2ガス
に変換して系外に除去する方法が開示されている。
　しかしながら、液相中のＮＨ4－Ｎの約半量を酸化させ、その全てをＮＯ2－Ｎにする条
件の制御が困難であると共に、この反応では、亜硝酸化工程および脱窒工程の２つの工程
が必要であるという問題がある。
【００１０】
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　特許文献２には、窒素除去反応を単一の反応槽内において進ませることが開示されてい
る。すなわち、反応槽内を微好気性条件にすることで、独立栄養性硝化菌および独立栄養
性脱窒菌が共存する第１脱窒工程で、部分的に脱窒反応を行う処理方法が開示されている
。この方法では、次いで、嫌気性条件下で独立栄養性脱窒菌が存在する第２脱窒素工程で
、さらに脱窒反応を行う。
【００１１】
　しかしながら、この第１脱窒素工程では、反応槽内を微好気性条件にするため、好気性
の硝化菌の作用が阻害されると考えられる。また、微好気性条件は、嫌気性の独立栄養性
窒素菌の生育および活動に悪影響を与えかねない。これらのことから、処理の負荷を大き
く取れないという問題がある。
　特許文献３には、亜硝酸化反応およびアナモックス反応を単一の反応槽内において一段
で行うために、独立栄養性脱窒菌群の表面が独立栄養性アンモニア酸化細菌群によって覆
われた生物汚泥を形成することが開示されている。上記の両菌群を含む生物汚泥を粒状の
スポンジ担体に担持させると、担体表面は好気性となるため独立栄養性アンモニア酸化細
菌群が増殖し、担体内部は嫌気性となるため独立栄養性脱窒菌群が増殖する。このように
自然に菌群のすみわけが見られる。
【００１２】
　窒素除去反応において、廃水中の溶存酸素はスポンジ担体中に拡散するが、この溶存酸
素は、担体表面に存在する独立栄養性アンモニア酸化細菌の亜硝酸化反応によって消費さ
れる。これによって、担体内部まで溶存酸素が拡散することはなく、担体内部は嫌気条件
が保たれ、独立栄養性脱窒菌によるアナモックス反応が起こるとされている。
　しかしながら、生物汚泥を担持した粒状のスポンジは廃水の流れにのって移動するため
、廃水中の酸素濃度は処理工程でほとんど変わらない。したがって、過剰な酸素供給下で
は、表面に存在する独立栄養性アンモニア酸化細菌の亜硝酸化反応によって消費しきれな
い酸素が担体内部にまで拡散し、嫌気性の独立栄養性脱窒菌の増殖が阻害される。このた
め、粒状のスポンジ担体を用いた窒素除去反応においては、供給する酸素含有ガス量を制
限しなければならないという問題があった。
【００１３】
　また、特許文献４には、ｐＨが７．２以下で、かつ通気を制御した条件下で、ＮＨ4－
Ｎをアンモニア酸化細菌で酸化処理する第１工程と、ＮＨ4－Ｎと酸化生成物とを脱窒菌
でＮ2に変換する第２工程とからなるアンモニア含有廃水の処理方法が開示されている。
さらに、第１および第２工程を単一のバイオリアクタ内で同時に行うために、バイオリア
クタ内でアンモニア酸化細菌および脱窒菌を固形相に存在させ、アンモニア酸化細菌を実
質的に固形相の外側の好気部分に存在させ、脱窒菌を実質的に固形相の内側の嫌気部分に
存在させる方法が開示されている。
【００１４】
　しかしながら、第１および第２工程を単一のバイオリアクタ内で行う際に、酸素の供給
量を制限している。このため、特許文献２の処理方法と同様に、好気性のアンモニア酸化
細菌による反応が迅速に進行しないと考えられる。また、微量の溶存酸素の存在は、嫌気
性の脱窒菌の増殖、活動に悪影響を与えかねないため、廃水処理の負荷を大きくできない
という問題がある。また、ここでは、固形相として、バイオフィルムを支承する粒状また
は不動キャリアを用いることは記載されているが、具体的な実施例は開示されていない。
【００１５】
　このように、独立栄養性アンモニア酸化細菌および独立栄養性脱窒菌を付着により固定
化した処理材を用いて、酸素の供給量を制限せず、廃水中の溶存酸素濃度が高い条件下で
あっても、効率的かつ経済的に亜硝酸化反応およびアナモックス反応を進行させることの
できるアンモニア含有廃水の処理方法が求められている。
【特許文献１】特開２００１－３７４６７号公報
【特許文献２】特開２００３－１２６８８８号公報
【特許文献３】特開２００１－２９３４９４号公報
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【特許文献４】特表２００１－５０６５３５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　本発明は、上記のような従来技術に伴う問題を解決しようとするものであって、特定の
アンモニア処理材と、アンモニア含有廃水とを接触させて、廃水中のアンモニアを窒素ガ
スとして連続的に除去するアンモニア含有廃水の処理方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　本発明者らは、上記課題を解決すべく鋭意研究した結果、特定のアンモニア処理材と、
溶存酸素濃度が高いアンモニア含有廃水とを接触させることにより、アンモニア含有廃水
を効率的に処理できる方法を見出した。
　すなわち、本発明のアンモニア含有廃水の処理方法は、
　繊維またはフィラメントで構成される網状物、不織布または織布からなり、支持体に装
着された長尺状担体に、独立栄養性脱窒菌を含む菌群と独立栄養性アンモニア酸化細菌を
含む菌群とからなる複合菌群が付着固定化されたアンモニア処理材と、
　溶存酸素濃度が０．５ｍｇ／Ｌ以上のアンモニア含有廃水と
を接触させて、該廃水中のアンモニアを窒素ガスとして連続的に除去することを特徴とす
る。
【００１８】
　前記繊維またはフィラメントに、独立栄養性脱窒菌を含む菌群が付着固定化され、該独
立栄養性脱窒菌を含む菌群の外面に、独立栄養性アンモニア酸化細菌を含む菌群が付着固
定化されていることが好ましい。
　前記複合菌群が、独立栄養性アンモニア酸化細菌を含む菌群の内部に独立栄養性脱窒菌
を含む菌群が存在する複合菌群であることが好ましい。
【００１９】
　前記アンモニア処理材と前記アンモニア含有廃水とを一段で接触させることが好ましい
。
　前記アンモニア含有廃水に空気を供給しながら、前記アンモニア処理材と該アンモニア
含有廃水とを接触させることが好ましい。
　反応槽内周縁部に前記アンモニア処理材を配設し、該反応槽に前記アンモニア含有廃水
を供給し、該反応槽の底部中央部から空気を供給して、溶存酸素濃度を０．５ｍｇ／Ｌ以
上とすることが好ましい。
【００２０】
　前記反応槽の底部中央部から空気を供給して、該反応槽内中央部に上向きの廃水流れを
形成し、該反応槽内周縁部に下向きの廃水流れを形成することが好ましい。
　前記反応槽内中央部に、空気ガイド筒を、その下部開口部が反応槽底面に対面するよう
に、前記反応槽底部から離間して配設し、該空気ガイド筒の下部開口部から空気を供給し
て、該反応槽内中央部に上向きの廃水流れを形成することが好ましい。
【００２１】
　前記長尺状担体の長手方向が、前記反応槽の底面に対して垂直に配置されていることが
好ましい。
　前記繊維またはフィラメントが、ポリアクリル繊維またはポリアクリルフィラメントで
あることが好ましい。
　前記長尺状担体の径に対する長さの比が、３以上であることが好ましい。
【００２２】
　前記独立栄養性アンモニア酸化細菌群が、５ｍｍ以上の厚みで付着固定化されているこ
とが好ましい。
　反応槽内の前記アンモニア含有廃水は、
　ＢＯＤ濃度が２０ｍｇ／Ｌ以下であり、



(6) JP 4519836 B2 2010.8.4

10

20

30

40

50

　温度が３０～４０℃であり、あるいは
　ｐＨが７．４～８．０であることが好ましい。
【発明の効果】
【００２３】
　本発明によれば、独立栄養性アンモニア酸化細菌および独立栄養性脱窒菌を特定の長尺
状担体に付着により固定化した処理材によって、廃水中の溶存酸素濃度が高い条件下であ
っても、効率的かつ経済的に亜硝酸化反応およびアナモックス反応を進行させることが可
能なアンモニア含有廃水処理方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】図１は、本発明の実施例で用いたポリアクリル製網状物の外観写真である。
【図２】図２は、本発明の実施例で用いた反応装置の概略図である。
【図３】図３は、本発明の実施例で用いた反応槽内のアンモニア処理材の外観写真である
。
【図４】図４は、本発明の実施例における連続処理中の流出廃水の各態窒素濃度を測定し
たグラフである。
【図５】図５は、本発明の実施例における連続処理中の流出廃水の窒素除去率を示したグ
ラフである。
【図６】図６は、本発明の実施例における流出廃水の各態窒素濃度を測定したグラフであ
る。
【図７】図７は、本発明の実施例における流出廃水の窒素除去率を示したグラフである。
【図８】図８は、本発明の実施例における流出廃水のＮＨ4－Ｎ除去率を示したグラフで
ある。
【図９】図９は、本発明の実施例における反応槽内の廃水の溶存酸素（ＤＯ）濃度を示し
たグラフである。
【図１０】図１０は、本発明の実施例における反応槽内の廃水のｐＨを示したグラフであ
る。
【図１１】図１１は、本発明の実施例において反応槽内に生育した菌群のＦＩＳＨ法によ
る顕微鏡写真の１例である。
【図１２】図１２は、本発明の実施例において反応槽内に生育した菌群の共焦点レーザー
顕微鏡写真の１例である。
【図１３】図１３は、本発明の実施例において反応槽内に生育した菌群の共焦点レーザー
顕微鏡写真の１例である。
【図１４】図１４は、本発明の実施例における流出廃水のＮＯ3－Ｎ濃度および窒素除去
率を測定したグラフである。
【図１５】図１５は、本発明の実施例における流出廃水の各態窒素濃度を測定したグラフ
である。
【図１６】図１６は、本発明の実施例におけるＮＨ4－Ｎ供給量および流出廃水の窒素除
去量を示したグラフである。
【図１７】図１７は、本発明の実施例における流出廃水の各態窒素濃度を測定したグラフ
である。
【図１８】図１８は、本発明の実施例における流出廃水の窒素除去率を示したグラフであ
る。
【符号の説明】
【００２５】
　１：　　　反応槽、
　２：　　　アンモニア処理材、
　３：　　　廃水、
　４：　　　廃水供給口、
　５：　　　空気供給口、
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　６：　　　空気ガイド筒、
　７：　　　処理液排出口、
　８：　　　ｐＨ調節機、
　９：　　　温度調節機、
　１０：　　上面空気相、
　１１：　　支持体、
　１２：　　廃水流れ
【発明を実施するための最良の形態】
【００２６】
　以下、本発明のアンモニア含有廃水処理方法について詳細に説明する。
１．アンモニア処理材
　本発明に用いられるアンモニア処理材では、繊維またはフィラメントで構成される網状
物、不織布または織布からなる長尺状担体に、菌群が付着により固定化されている。
［長尺状担体］
　本発明に用いられる長尺状担体は、網状物、不織布または織布から構成されている。
【００２７】
　上記網状物の一例を図１に示す。この網状物は特殊編み組織の立体構造からなり、フィ
ラメントによって骨格が形成されている。この骨格内に、吸水性が高く嵩高いポリマーの
糸を均一に分散するように編みこんである。この網状物は空隙率が高く、嵩高いため、こ
れを重ね合わせることにより所望の体積の長尺状担体を得ることができる。また、編物で
あるため伸縮性が高く、上記網状物を縮めた形で枠体などの支持体に充填することも可能
であり、担体の充填密度を容易に制御することができる。
【００２８】
　上記網状物を構成する繊維またはフィラメントとしては、金属、ポリマー、やし、しゅ
ろなどからなる繊維またはフィラメントが挙げられるが、伸縮性、耐久性に優れること、
軽量であることおよび安価なことからポリマー製のフィラメントが好ましい。このような
ポリマー製のフィラメントとしては、たとえば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリエ
ステル、ポリウレタン、ポリアミドまたはポリアクリルなどからなるフィラメントを挙げ
ることができる。これらの中では、水との親和性が最も高く、上記菌群の付着による固定
化能力にも優れるため、ポリアクリルが最も好ましい。
【００２９】
　具体的には、上記網状物としては、ポリアクリルフィラメントからなる網状体（商品名
バイオフィックス、エヌイーティ社製）が好ましい。
　上記不織布は、ポリマーを溶融後、小口径のノズルから噴出させた、繊維またはフィラ
メントを分散させ、固定させることにより得られる。好ましくは均一密度の布状体になる
よう分散させ、固定させる。
【００３０】
　このような不織布を構成する繊維またはフィラメントの材質としては、たとえば、ポリ
エチレン、ポリプロピレン、ポリエステル、ポリウレタン、ポリアミド、ポリアクリルな
どを挙げることができる。これらは、機械的強度、耐薬品性、耐久性に優れており、軽量
かつ安価であることから好ましい。これらの中では、成形性、強度に優れること、および
繊維径が小さいことから、ポリエステルまたはポリプロピレンがより好ましく、微生物の
付着による固定化能力に優れることから、ポリエステルからなる不織布（たとえば日本バ
イリーン社製）が最も好ましい。
【００３１】
　この不織布は厚さが５ｍｍ以上であり、かついくつかの不織布シートを中央部で交差接
合し、断面が菊花状の嵩高い構造体として用いることが好ましい。
　上記織布は、繊維またはフィラメントを織ることによって得られる。
　このような織布を構成する、繊維またはフィラメントの材質としては、たとえば、ポリ
エチレン、ポリプロピレン、ポリエステル、ポリウレタン、ポリアミド、ポリアクリルな
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どを挙げることができる。
【００３２】
　上記長尺状担体として、上記の網状物、不織布または織布を用いることは、これらが適
度な空隙率を有するため好ましい。適度な空隙率を有するために、上記菌群の付着による
固定化能力に優れるため、廃水処理の効率を高めることができる。さらには、上記菌群内
部への廃水の拡散による移動量と、担体上の菌量とのバランスが良好であり、好気性領域
と嫌気性領域が良好に保たれる。
【００３３】
　上記網状物、不織布または織布からなる長尺状担体は、支持体に装着されている。上記
支持体としては、反応槽内に設けられた支持棒、枠体、剛性を有する網、多孔体、仕切板
、筒状体などが挙げられる。
　上記長尺状担体は、形状安定性に優れた高剛性の中空の枠体に収納・固定することが好
ましい。この枠体に収納・固定することにより、上記網状物、不織布または織布の形状が
安定するとともに、長尺状担体の反応槽内への出し入れも容易になる。
【００３４】
　このような支持体の材質としては、金属またはポリマーを用いることができるが、腐食
しないことからポリマーが好ましい。支持体として使用されるポリマーとしては、ポリエ
チレン、ポリプロピレン、ポリ塩化ビニル、不飽和ポリエステル、ポリアミド、ＡＢＳ樹
脂などを挙げることができる。
　上記長尺状担体の径および長さは、特に制限されないが、アンモニア処理材と溶存酸素
濃度の高い廃水との接触を良好にするために、上記径に対する上記長さの比は、３以上、
好ましくは５以上、さらに好ましくは１０であることが望ましい。長尺状担体の径とは、
長尺状担体が円柱の場合は直径を指し、直方体の場合は短径を指す。極端に径が小さい場
合は、独立栄養性脱窒菌群の存在する部位の嫌気条件が保たれず、独立栄養性脱窒菌群の
活動が阻害されるため好ましくない。
［アンモニア処理材］
　本発明に用いられるアンモニア処理材は、上記長尺状担体に、独立栄養性脱窒菌を含む
菌群（以下、独立栄養性脱窒菌群ともいう。）と独立栄養性アンモニア酸化細菌を含む菌
群（以下、独立栄養性アンモニア酸化細菌群ともいう。）とからなる複合菌群が付着によ
り固定化された処理材である。
【００３５】
　より具体的には、上記繊維またはフィラメントに、独立栄養性脱窒菌群が付着により固
定化され、該独立栄養性脱窒菌群の外面に、独立栄養性アンモニア酸化細菌群が付着によ
り固定化されていることが好ましい。また、上記両菌群は、独立栄養性アンモニア酸化細
菌を含む菌群の内部に独立栄養性脱窒菌を含む菌群が存在する複合菌群を形成し、この複
合菌群が、上記繊維またはフィラメントに付着により固定化されていることが好ましい。
この複合菌群中で、上記独立栄養性脱窒菌群は、多数分散して存在していてもよい。特に
、独立栄養性脱窒菌群からなる芯部と独立栄養性アンモニア酸化細菌群からなる鞘部とか
ら構成される芯鞘構造を形成していることが好ましい。
【００３６】
　上記アンモニア処理材には、独立栄養性アンモニア酸化細菌および独立栄養性脱窒菌の
２種の菌のみでなく、硝化菌等の他の菌、他の生物または非生物などが存在していてもよ
い。1つの上記菌群は、単一の菌からなるものであっても、２種以上の菌、他の生物また
は非生物を含むものであってもよい。
　上記の付着により固定化された独立栄養性アンモニア酸化細菌群および独立栄養性脱窒
菌群の形状は、特に限定されないが、たとえば、直方体状、円柱状、多角柱状、これらの
形状の一部をなす形状、不定形状などを挙げることができる。これらの中では、円柱状、
または六角柱などの多角柱状であることが好ましい。
【００３７】
　本発明においては、付着により固定化された独立栄養性アンモニア酸化細菌群が、少な
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くとも５ｍｍ以上、好ましくは１０ｍｍ以上、さらに好ましくは２０ｍｍ以上の厚みで存
在することが望ましい。独立栄養性アンモニア酸化細菌群が上記の厚みで存在すると、独
立栄養性脱窒菌群の存在する部位が嫌気条件に保たれるため好ましい。
　また、本発明においては、独立栄養性アンモニア酸化細菌群および独立栄養性脱窒菌群
の合計の厚みが、１０ｍｍ以上であることが好ましい。
【００３８】
　上記菌群は、菌自身が生育して形成されるため、担体上での密度は通常制御することは
できず、菌密度が高くなると、好気性領域と嫌気性領域とのバランスが崩れ、処理効率が
低下することがある。しかし、長尺状担体として、網状物、不織布または織布を使用する
と、菌密度が適度に保たれ、処理効率の低下を防ぐことができる。
　本発明に用いられるアンモニア処理材を製造する好ましい方法を以下に示す。最初に、
上記支持体に装着された上記長尺状担体に、独立栄養性アンモニア酸化細菌群および独立
栄養性脱窒菌群を含む汚泥を付着により固定化する。この状態で、アンモニア含有廃水を
供給し、独立栄養性アンモニア酸化細菌群による亜硝酸化反応を継続する。これにより、
上記独立栄養性アンモニア酸化細菌群の内部に独立栄養性脱窒菌群が形成される。
【００３９】
　以下の方法も好ましく用いられる。まず、溶存酸素濃度が０ｍｇ／Ｌまたは０ｍｇ／Ｌ
に近い、水または廃水中に、独立栄養性脱窒菌群を含む汚泥を分散させる。次いで、あら
かじめ上記支持体に装着された上記長尺状担体を配設した反応槽に、上記の汚泥を分散さ
せた水または廃水を供給し、独立栄養性脱窒菌群を付着により固定化する。上記の水また
は廃水を供給する際、酸素を含まない窒素などのガスの供給によって、または攪拌装置で
攪拌することによって、上記の水または廃水を循環させる。最後に、独立栄養性アンモニ
ア酸化細菌群を含む汚泥を分散させた水または廃水を、上記と同様の方法で循環させなが
ら供給し、上記独立栄養性脱窒菌群の外面に、独立栄養性アンモニア酸化細菌群を付着に
より固定化する。
【００４０】
　上記独立栄養性脱窒菌群の付着による固定化に使用する、上記のアンモニア含有廃水、
および上記の水または廃水に、無機塩を添加することは、上記独立栄養性脱窒菌の生育速
度が向上するため好ましい。上記の無機塩としては、たとえば、塩化カリウム、塩化ナト
リウム、塩化カルシウム、塩化マグネシウム、塩化亜鉛、塩化第一鉄、塩化第二鉄、硫酸
カリウム、硫酸ナトリウム、硫酸カルシウム、硫酸マグネシウム、硫酸鉄、ＥＤＴＡ、ま
たはこれらの混合物などが挙げられる。上記の無機塩を配合するために、安価であること
から、海水を利用してもよい。
【００４１】
　上記独立栄養性脱窒菌の生育速度を顕著に向上させるためには、これら無機塩の配合量
は０．１～５ｇ／Ｌの範囲にあることが好ましい。
［アンモニア含有廃水］
　本発明のアンモニア含有廃水処理方法では、上記のアンモニア処理材とアンモニア含有
廃水とを接触させる。
【００４２】
　本発明に用いられるアンモニア含有廃水としては、ＮＨ4－Ｎを多く含有する、産業上
または生活上の廃水であれば、特に限定されないが、たとえば消化脱離水、汚泥の脱水濾
液、し尿二次処理水、畜産廃液、畜産廃液メタン発酵処理水、ごみ浸出水、工場、発電所
等の脱硝排水などが挙げられる。好ましくは、ＮＨ4－Ｎを多く含有する廃水であって、
かつ有機物を活性汚泥法などで一次処理し、生物的酸素要求量（ＢＯＤ）濃度が３００ｍ
ｇ／Ｌ以下であるＣ／Ｎ比の低い廃水が望ましい。上記アンモニア含有廃水のＢＯＤ濃度
は、より好ましくは２０ｍｇ／Ｌ以下、最も好ましくは１０ｍｇ／Ｌ以下であることが望
ましい。
２．廃水の処理方法
［アンモニア含有廃水の処理方法］
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　本発明のアンモニア含有廃水の処理方法においては、上記のアンモニア処理材と、溶存
酸素濃度が高いアンモニア含有廃水とを接触させて、廃水中のＮＨ4－Ｎを最終的にＮ2ガ
スとして連続的に除去する。
【００４３】
　上記接触においては、反応槽を用いることが好ましい。本発明に用いる反応槽の形状と
しては、従来から反応槽として使用されている形状である、高さ方向に縦長の円筒状であ
ることが好ましい。また、上記反応槽の断面形状を、たとえば、三角形、四角形、五角形
、六角形等の多角形状などにすることもできる。これらの形状の中では、断面形状が円形
に近く、また廃水の処理反応の集積効率が高いため、六角形が最も好ましい。廃水処理の
効率化を図るために、たとえば内部に隔壁を多数設け、蜂の巣状にすることもできる。
【００４４】
　本発明に用いる反応槽を用いた処理工程としては、廃水が単一の反応槽で処理される一
段工程からなっていても、廃水が複数の反応槽を経由して処理される多段工程からなって
いてもよい。多段工程では、処理速度を上げること、および高い総窒素除去率を得ること
ができる。単一の反応槽で、独立栄養性アンモニア酸化細菌を利用した亜硝酸化反応およ
び独立栄養性脱窒菌を利用したアナモックス反応が共に行われることが好ましい。また、
多量の廃水を処理するため、または反応槽の修理点検時でも処理を継続するため、複数の
反応槽を並列に配設することもできる。
【００４５】
　以下、図２に示した反応装置の概略図を用いて、本発明のアンモニア含有廃水の処理方
法を詳しく説明する。この反応槽１には、上記支持体１１に装着された上記アンモニア処
理材２が配設されている。上記アンモニア処理材２は、１つであっても、複数であっても
よい。上記アンモニア処理材２は、反応槽内周縁部に配設されることが好ましい。上記反
応槽内周縁部とは、反応槽１の外壁と中心の距離に対して、反応槽１の外周から内側に７
０％の範囲、好ましくは９０％の範囲をいう。
【００４６】
　上記アンモニア含有廃水３は、廃水供給口４から供給される。処理後の廃水３は、処理
液排出口７から排出される。供給された廃水３が処理されることなく排出される、いわゆ
る短絡を防ぐため、廃水供給口４と処理液排出口７との間には、反応槽１の底部のみ連通
している隔壁（図示せず）が設けられていることが好ましい。
　上記廃水３は連続的に供給することができる。供給量は、廃水処理の条件によって適宜
設定されるが、高い総窒素除去率を得るため、一般には０．１～１ｋｇ－ＮＨ4－Ｎ／ｍ3

／日の範囲であることが好ましい。ここで、ｋｇは供給される廃水中のＮＨ4－Ｎの総量
、ｍ3は反応槽の容量を表す。
【００４７】
　上記反応槽１に供給された廃水３は、反応槽１内で、上記長尺状担体に菌群が付着によ
り固定化されたアンモニア処理材２と接触して、窒素除去反応が進行する。具体的には、
まず、廃水３中のＮＨ4－Ｎは、付着により固定化された独立栄養性アンモニア酸化細菌
群によって亜硝酸化され、ＮＯ2－Ｎとなる。次に、廃水３中に残存するＮＨ4－Ｎおよび
生成されたＮＯ2－Ｎは、付着により固定化された独立栄養性脱窒菌群によって、Ｎ2ガス
に変換される。このように、廃水３中のＮＨ4－ＮがＮ2ガスとして連続的に除去される。
【００４８】
　本発明の廃水処理は、好気性条件下、すなわち上記反応槽１内の廃水３に酸素が溶存し
ている状態で、好ましくは空気を反応槽１内の廃水３中に供給しながら行う。上記空気の
ほかに、たとえば、酸素、酸素含有ガスなどが挙げられるが、好ましくは空気を用いるこ
とができる。本発明において、「空気」は酸素、酸素含有ガスも含む。
　上記空気は、好ましくは反応槽１の底部中央部から廃水３中に供給される。このため、
上記反応槽１の底部中央部には、空気供給口５を設けておくことが好ましい。上記底部中
央部とは、反応槽の外壁と中心の距離に対して、反応槽の中心から３０％の範囲、好まし
くは反応槽の中心から１０％の範囲をいう。
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【００４９】
　上記空気中の酸素は、反応槽１内での気泡の上昇に伴って、廃水３に溶解する。廃水３
への酸素の溶解速度は遅いため、溶存酸素量を増大させるには、反応槽１の高さを高くす
る方法、供給する空気の径が小さいマイクロバブルを供給する方法、マイクロバブル発生
装置を設けた予備槽を利用する方法などを採用することが好ましい。
　上記空気の供給により、廃水３中の溶存酸素濃度は、０．５ｍｇ／Ｌ以上、好ましくは
１．５ｍｇ／Ｌ以上、最も好ましくは２．０ｍｇ／Ｌ以上であることが望ましい。溶存酸
素濃度をこの範囲に設定することで、好気性の独立栄養性アンモニア酸化細菌による亜硝
酸化反応が迅速に進行する。溶存酸素濃度が極端に低い場合は、付着により固定された独
立栄養性アンモニア酸化細菌が死滅するため、または独立栄養性アンモニア酸化細菌群の
厚みが薄くなるため好ましくない。
【００５０】
　上記反応槽１内の廃水３は、循環流として、上記反応槽１内中央部に上向きの廃水流れ
１２と、反応槽１内周縁部に下向きの廃水流れ１２とを形成することが好ましい。このた
めには、中央部に空気ガイド筒６を設け、空気を強制的に上向きに噴出し、曝気して、上
記の廃水流れ１２を形成することが好ましい。空気ガイド筒６の下部開口部は、上向きの
廃水流れ１２が形成できる程度に、反応槽１の底部中央部から離間していることが好まし
い。たとえば、反応槽１の高さの１０％離間していることができる。これにより、反応槽
１内に好ましい廃水流れ１２を形成することができ、上記反応槽１には廃水３を循環させ
るために撹拌装置を設ける必要はない。また、上記のような空気供給による廃水流れ１２
の方が、撹拌による強制流よりも、廃水処理中に、上記長尺状担体から上記独立栄養性ア
ンモニア酸化細菌群および独立栄養性脱窒菌群が遊離することが少ないため好ましい。
【００５１】
　また、上記長尺状担体の長手方向が、上記反応槽１の底面に対して垂直に配設されてい
ることが好ましい。上記長尺状担体がこのように配設されていることは、上記空気を反応
槽１内の廃水３中に供給しながら、または上記廃水流れ１２を形成しながら廃水処理を行
う際に、上記アンモニア処理材２と上記廃水３との接触が良好となり、高い総窒素除去率
を達成できる。
【００５２】
　本発明の処理方法では、上記アンモニア処理材を使用すると共に、溶存酸素濃度が高い
廃水に上記廃水流れを形成することで、より高い総窒素除去率を達成できる。この理由に
ついては、以下のように考えられる。上記菌群は、上記網状物からなり、上記支持体に装
着された長尺状担体を構成するフィラメントなどに、付着により強く固定化されており、
上記廃水流れを形成した場合であっても、上記菌群が上記担体から遊離することがなく、
亜硝酸化反応およびアナモックス反応が効率的に進行すると考えられる。
【００５３】
　また、上記網状物などは、適度な空隙率を有しており、上記菌群が付着により固定化さ
れた網状物などを支持体に装着する際も、適度な充填密度を得ることができる。このため
、付着により固定化された上記菌群の内部にまで廃水が入り込むことができる。また、廃
水に強制的な攪拌を行わず、上記廃水流れによって廃水を循環させていることも、付着に
より固定化された上記菌群の内部にまで廃水が入り込むことを促進する。廃水中での酸素
の移動速度は遅いこと、および付着により固定化された上記独立栄養性アンモニア酸化細
菌群の亜硝酸化反応によって、廃水中の溶存酸素が消費されることから、廃水中の溶存酸
素濃度が高い場合でも、上記独立栄養性脱窒菌群の存在する部位では嫌気条件が保たれる
。一方、ＮＨ4－Ｎおよび亜硝酸化反応で生成したＮＯ2－Ｎは、付着により固定化された
上記菌群の内部にまで容易に拡散することができ、上記独立栄養性脱窒菌群によるアナモ
ックス反応が速やかに進行する。以上のように、本発明の処理方法によれば、高い総窒素
除去率を達成できる。
【００５４】
　本発明の処理方法では、独立栄養性アンモニア酸化細菌および独立栄養性脱窒菌の２種
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も、反応を促進するために好ましい。反応温度は通常１５～５０℃、好ましくは２５℃～
４５℃、より好ましくは３０℃～４０℃、最も好ましくは３２℃～３８℃の範囲である。
廃水温度をこの範囲にすることで、独立栄養性アンモニア酸化細菌および独立栄養性脱窒
菌共に、活動が旺盛であり、反応を促進することができる。
【００５５】
　本発明の反応槽１では、反応槽１内の廃水温度を一定に保つため、自動温度調節機９が
設けられていることが好ましい。
　本発明の処理方法では、廃水３のｐＨを７．０～９．０、好ましくは７．４～８．０の
範囲にすることが望ましい。ｐＨをこの範囲にすることで、独立栄養性アンモニア酸化細
菌および独立栄養性脱窒菌共に、活動が旺盛であり、反応を促進することができる。
【００５６】
　この範囲に廃水３のｐＨを調整するために使用される無機化合物としては、たとえば、
塩化アンモニウム、リン酸アンモニウム、亜硝酸カリウム、炭酸カリウム、炭酸水素カリ
ウム、亜硝酸ナトリウム、炭酸ナトリウム、炭酸水素ナトリウムなどを挙げることができ
る。これらの中では、炭酸水素ナトリウムが最も好ましい。上記無機化合物は、水溶液の
状態で反応槽１内に供給することが好ましい。
【００５７】
　上記反応槽１では、反応槽１内の廃水３のｐＨを測定することができ、かつそのｐＨ測
定値に合わせて、自動または手動で目的のｐＨに調節できることが好ましい。このために
、反応槽１にはｐＨ調節機８が設けられていることが好ましい。
　本発明で用いる反応槽１における反応の進行状態は、主として反応槽１内への廃水供給
量、反応槽１内の廃水温度、および反応槽１内の廃水３のｐＨなど操作条件を調節して制
御する。このため、あらかじめ反応槽１内に供給する廃水３の状態、特にＮＨ4－Ｎ濃度
を測定し、この値に合わせて、上記操作条件を調節することが好ましい。反応槽１には、
処理後の廃水３の窒素濃度を一定レベル以下に保持するために、自動的に上記操作条件の
調節ができる制御装置（図示せず）が設けられていることが好ましい。
【００５８】
　本発明の処理方法における廃水３の反応槽内平均滞留時間は、反応槽１の形状、廃水供
給量などによって変化するが、一般に３０分～３０時間、好ましくは１～２０時間、特に
好ましくは、３～１０時間である。上記反応槽内平均滞留時間をこの範囲にすることで、
廃水３中のＮＨ4－Ｎは大部分Ｎ2ガスに変換されて系外へと除去される。
　本発明の処理方法によれば、処理前の上記廃水中に含まれていたＮ成分の５～１０％程
度はＮＯ3－Ｎとして残存するが、ＮＨ4－Ｎの９０％程度はＮ2ガスとして除去すること
ができる。また、本発明の処理方法では、活性汚泥法のように菌群量が大幅に増加せず、
余剰汚泥を頻繁に引きぬく必要がないため、連続処理が可能であり経済的である。
【００５９】
　以下、実施例に基づいて本発明をさらに具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例
に限定されるものではない。
[実施例]
　なお、実施例における各項目の測定は、表１に示した方法で行った。
【００６０】
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【表１】

【００６１】
ＯＲＰ：酸化還元電位
ＮＨ4－Ｎ：アンモニア性窒素
ＮＯ2－Ｎ：亜硝酸性窒素
ＮＯ3－Ｎ：硝酸性窒素
ＤＯ：溶存酸素
[参考例１]
［アンモニア処理材の製造例１］
（長尺状担体）
　長尺状担体として、図１に示す形状のポリアクリルフィラメントからなる網状物（商品
名バイオフィックス、エヌイーティ社製）を用いた。この網状物の特性を表２に示す。
【００６２】
　径が１００ｍｍ、高さ３３０ｍｍの長尺状の上記網状物を、縦１１０ｍｍ、横１１０ｍ
ｍ、高さ３３０ｍｍの支持体に装着した。
【００６３】
【表２】
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（反応装置）
　反応装置の概略図を図２に示す。アクリル樹脂製で、高さ４５０ｍｍ、幅１５０ｍｍ、
奥行き１１５ｍｍ、反応部の容積が５．４３Ｌの容器を用いた。反応槽内周縁部に、長尺
状担体８枚を支持体に装着して配設した。この長手方向は反応槽の底部に対して垂直に配
設した。
（独立栄養性アンモニア酸化細菌群および独立栄養性脱窒菌群の付着による固定化）
　発明者らが研究室において合成下水で長時間、フィルアンドドロー法で馴養している、
独立栄養性アンモニア酸化細菌群を主として含有する硝化活性汚泥１５ｇを水５Ｌに加え
、混合浮遊物（ＭＬＳＳ）濃度約３０００ｍｇ／Ｌとして用いた。硝化活性汚泥の馴養お
よび連続亜硝酸化試験に用いた流入水培地の組成を表３に示す。
【００６５】
【表３】

【００６６】
　上記硝化活性汚泥の水溶液（ＭＬＳＳ濃度約３０００ｍｇ／Ｌ）を上記の反応槽内に供
給した。反応槽の底部中央部から空気を１．７ｍｇＯ2／Ｌで連続的に供給した。反応槽
内のｐＨはｐＨコントローラ（NPH-690D）で、反応槽内の水温はサーモスタットで、それ
ぞれ制御した。ｐＨの調整は、濃度０．５ｍｏｌ／ＬのＮａＨＣＯ3溶液を自動的に投入
して行った。上記硝化活性汚泥投入後、曝気による旋回流を与えた。約４時間で上記硝化
活性汚泥は、上記長尺状担体にほぼ付着により固定された。この結果を図３に示す。
【００６７】
　次に、流入水培地のＮＨ4－Ｎ濃度を２０ｍｇ／Ｌ～１００ｍｇ／Ｌに段階的に増加さ
せ、かつ平均滞留時間を１２時間～６時間に段階的に短縮することにより、付着により固
定化された上記硝化活性汚泥を、１００日間馴養し、アンモニア処理材（Ａ）を製造した
。
　このアンモニア処理材（Ａ）を用いて、連続亜硝酸化試験を行ったところ、ｐＨ７．５
、反応槽内水温３５℃、平均滞留時間６時間が、最適条件であった。
[実施例１]
　参考例１で製造したアンモニア処理材（Ａ）を用いて、ｐＨ７．５、反応槽内水温３５
℃、平均滞留時間５時間で、ＮＨ4－Ｎ濃度１００ｍｇ／Ｌのアンモニア含有廃水を供給
して、４０日間連続処理を行った。連続処理開始２５日目に、表４の無機塩培地を投入し
た。
【００６８】
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【表４】

【００６９】
　連続処理中の流出廃水中のＮＨ4－Ｎ、ＮＯ2－ＮおよびＮＯ3－Ｎ濃度の測定結果を図
４に、窒素除去率（％）を図５に示す。連続処理開始２５日目の無機塩培地投入後から、
ＮＨ4－ＮおよびＮＯ2－Ｎの濃度が減少し、窒素除去率が増加しており、アナモックス反
応が進行したことがわかる。このことから、独立栄養性アンモニア酸化細菌群および独立
栄養性脱窒菌群が付着により固定化されたことがわかる。
【００７０】
　引き続き、そのまま廃水処理を１１０日間継続した。すなわち、４０日間の上記連続処
理と合わせて１５０日間連続して廃水処理を行った。廃水処理の条件は以下のとおりであ
った。
　流入廃水のＮＨ4－Ｎの量：１００ｍｇ／Ｌまたは１２５ｍｇ／Ｌ
　ＮＨ4－Ｎ負荷量：０．４８ｋｇ／ｍ3／日
　平均滞留時間：５～６時間
　反応槽内の廃水温度：３５℃
　流入廃水のｐＨ：７．５～７．７
　空気の供給速度：０．０６ｖｖｍ
　処理後の廃水中のＮＨ4－Ｎ、ＮＯ2－ＮおよびＮＯ3－Ｎ濃度の測定結果を図６に、窒
素除去率（％）を図７に、ＮＨ4－Ｎ除去率（％）を図８に示す。また、廃水中のＤＯを
図９に、流入廃水および流出廃水のｐＨを図１０に示す。
【００７１】
　最大窒素除去率は８２％であった。連続処理開始直後は、流入廃水のｐＨは７．２前後
、流出廃水のｐＨは７．７前後であった。しかし、連続処理開始から約５０日後から、反
応槽内のｐＨを調整しているにもかかわらず流出廃水のｐＨは８．０前後まで上昇した。
これは、アナモックス反応が進行し、廃水中のＮＨ4－Ｎが除去されていることを示す。
（独立栄養性アンモニア酸化細菌群および独立栄養性脱窒菌群の顕微鏡写真）
　上記連続処理使用後のアンモニア処理材（Ａ）を一部採取した。これをＦＩＳＨ（fluo
rescence in situ hybridisation）法によって染色し、顕微鏡写真を撮影した。この結果
を図１１に示す。独立栄養性脱窒菌は赤色に染色され、独立栄養性アンモニア酸化細菌は
緑色に染色された。
【００７２】
　図１２および１３は、アンモニア処理材（Ａ）の共焦点レーザー顕微鏡写真である。
　ＦＩＳＨ法による顕微鏡写真および共焦点レーザー顕微鏡写真から、アンモニア処理材
（Ａ）には、独立栄養性アンモニア酸化細菌群および独立栄養性脱窒菌群が担体上に共存
していることが分かる。また、独立栄養性アンモニア酸化細菌群は、複合菌群表面から０
～５ｍｍの範囲に存在し、独立栄養性脱窒菌群は、複合菌群表面から５～１０ｍｍの範囲
に存在しており、それぞれ互いにすみわけがなされている。
（独立栄養性脱窒菌群の同定）
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　上記連続処理使用後のアンモニア処理材（Ａ）から菌群を採取し、菌相の解析を行った
。採取した細菌のＤＮＡをＰＣＲ法で増幅し、生物工学情報センター（ＮＣＢＩ）のホー
ムページから相同性の検索を行った。その結果、本発明者らが以前見出したアナモックス
菌ＫＳＵ－１（ＡＢ０５７４５３．１）と１００％および８８％相同であった。
［実施例２］
　廃水処理の条件を以下のとおりにしたほかは、実施例１と同様に廃水処理を行った。
【００７３】
　流入廃水のＮＨ4－Ｎ量：２４０ｍｇ／Ｌ
　ＮＨ4－Ｎ負荷量：０．５８ｋｇ／ｍ3／日
　平均滞留時間：６～１０時間
　反応槽内の廃水のＤＯ濃度：２～３ｍｇ／Ｌ
　反応槽内の廃水温度：３２．５～３５℃
　流入廃水のｐＨ：７．５～８．０
　空気の供給速度：０．０６～０．１４ｖｖｍ
　処理後の廃水中のＮＯ3－Ｎ濃度の測定結果および窒素除去率（％）を図１４に示す。
【００７４】
　最大窒素除去率は８０％であった。実施例１よりも、流入廃水のＮＨ4－Ｎ量およびＤ
Ｏ濃度を増大したが、アナモックス反応が進行し、廃水中のＮＨ4－Ｎが除去されること
が分かる。
［実施例３］
　廃水処理の条件を以下のとおりにしたほかは、実施例１と同様に廃水処理を行った。
【００７５】
　流入廃水のＮＨ4－Ｎ量：５００ｍｇ／Ｌ
　ＮＨ4－Ｎ負荷量：１．００ｋｇ／ｍ3／日
　平均滞留時間：１２時間
　反応槽内の廃水のＤＯ濃度：２～３ｍｇ／Ｌ
　反応槽内の廃水温度：３５℃
　流入廃水のｐＨ：７．５～７．８
　空気の供給速度：０．１０ｖｖｍ
　処理後の廃水中のＮＨ4－Ｎ、ＮＯ2－ＮおよびＮＯ3－Ｎ濃度の測定結果を図１５に、
ＮＨ4－Ｎ供給量および処理後の廃水中の窒素除去量を図１６に示す。
【００７６】
　最大窒素除去率は８０％であった。実施例１および２よりも、流入廃水のＮＨ4－Ｎ量
およびＤＯ濃度を増大したが、アナモックス反応が進行し、廃水中のＮＨ4－Ｎが除去さ
れることが分かる。
　実施例１～３の結果から、ポリアクリルフィラメントで構成される網状物からなり、支
持体に装着された長尺状担体に菌群が付着により固定化されたアンモニア処理材を用いて
、上記廃水流れを形成しながら廃水処理を行うことで、高いＤＯ濃度の廃水であっても、
ＮＨ4－Ｎが除去されることが示された。
［参考例２］
［アンモニア処理材の製造例２］
（長尺状担体および反応装置）
　高さ４００ｍｍ、幅２６０ｍｍ、奥行き１１０ｍｍ、反応部の容積が８Ｌの容器を用い
たほかは、アンモニア処理材の製造例１と同様にして、アンモニア処理材（Ｂ）を製造し
た。
（独立栄養性アンモニア酸化細菌群および独立栄養性脱窒菌群の付着による固定化）
　独立栄養性脱窒菌群を含有する汚泥４ｇを水８Ｌに加え、ＭＬＳＳ濃度約５００ｍｇ／
Ｌとして用いた。独立栄養性アンモニア酸化細菌群を含有する汚泥２０ｇを水８Ｌに加え
、ＭＬＳＳ濃度約２５００ｍｇ／Ｌとして用いた。
【００７７】
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　上記独立栄養性脱窒菌群を含有する汚泥および上記独立栄養性アンモニア酸化細菌群を
含有する汚泥の付着による固定化に用いた流入水培地の組成を表５に示す。
【００７８】
【表５】

【００７９】
　上記独立栄養性脱窒菌群を含有する汚泥の水溶液（ＭＬＳＳ濃度約５００ｍｇ／Ｌ）を
上記の反応槽内に供給した。反応槽の底部中央部からＮ2ガスを連続的に供給した。反応
槽内のｐＨはｐＨコントローラ（NPH-690D）で、反応槽内の水温はサーモスタットで、そ
れぞれ制御した。ｐＨの調整は、濃度０．５ｍｏｌ／ＬのＮａＨＣＯ3溶液を自動的に投
入して行った。約６時間で上記汚泥は、長尺状担体にほぼ付着により固定化された。
【００８０】
　次に、上記独立栄養性アンモニア酸化細菌群を含有する汚泥の水溶液（ＭＬＳＳ濃度約
２５００ｍｇ／Ｌ）を上記の反応槽内に供給した。反応槽の底部中央部から空気を連続的
に供給した。約６時間で上記汚泥は、長尺状担体にほぼ付着により固定化された。
　このようにして、アンモニア処理材（Ｂ）を製造した。
［実施例４］
　参考例２で製造したアンモニア処理材（Ｂ）を用いて、ｐＨ７．５、反応槽内水温３５
℃、平均滞留時間１２時間で、ＮＨ4－Ｎ濃度５０ｍｇ／Ｌのアンモニア含有廃水を供給
して、１４日間連続処理を行った。
【００８１】
　引き続き、そのまま廃水処理を６６日間継続した。すなわち、上記の連続処理と合わせ
て８０日間連続して廃水処理を行った。廃水処理の条件は以下のとおりであった。また、
上記の連続処理開始から５５日目に、上記独立栄養性脱窒菌群を含有する汚泥の水溶液を
ＭＬＳＳ濃度約２５０ｍｇ／Ｌとして追加した。
　流入廃水のＮＨ4－Ｎの量：１００ｍｇ／Ｌまたは１２５ｍｇ／Ｌ
　ＮＨ4－Ｎ負荷量：０．５ｋｇ／ｍ3／日
　平均滞留時間：６時間
　反応槽内の廃水のＤＯ濃度：２～３ｍｇ／Ｌ
　反応槽内の廃水温度：３５℃
　流入廃水のｐＨ：７．４～７．８
　空気の供給速度：０．０５５ｖｖｍ
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　処理後の廃水中のＮＨ4－Ｎ、ＮＯ2－ＮおよびＮＯ3－Ｎ濃度の測定結果を図１７に、
窒素除去率（％）を図１８に示す。
【００８２】
　最大窒素除去率は７０％であった。アナモックス反応が進行し、廃水中のアンモニアが
除去されることが分かる。
　実施例４の結果から、ポリアクリルフィラメントで構成される網状物からなり、支持体
に装着された長尺状担体に菌群が付着により固定化されたアンモニア処理材を用いて、上
記廃水流れを形成しながら廃水処理を行うことで、独立栄養性アンモニア酸化細菌群およ
び独立栄養性脱窒菌群を別々に付着により固定したアンモニア処理材を用いても、ＮＨ4

－Ｎが除去されることが示された。

【図２】 【図４】
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